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   事 務 所 通 信 

小 笠 原 税 理 士 事 務 所 
〒272-0826 千葉県市川市真間 5-7-4 

mei_222@circus.ocn.ne.jp 

TEL 047-712-0466・FAX 047-712-0467 

公園のバラ 

 

①  12月 12日・・・令和 4年 11月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付期限                    

② 翌年 1月 4日・・・令和 4年 10月決算法人の確定申告期限（法人税・消費税・法人事業税等） 

③ 12月中において都道府県の条例で定める日・・・固定資産税（都市計画税）の納付（第 3期分） 

                             

    

1） インボイス制度の開始まで１年を切りました・・・来年 10月から、インボイス制度が始まります。消費税

の仕入れ税額控除ができるのは、インボイスの登録事業者になる必要があります。手続きはお早めに。 

2） 相続税の節税対策の 11０万円贈与の行方・・・政府税調は、贈与税の基礎控除額 110万円について、 

今迄は、非課税だった金銭のやり取りが、「贈与税の対象になるのか、非課税になる」のかの判定は、非現

実的だとの意見が出された。代替案として、相続税に算入する贈与税の持ち戻しの期間が、現在３年だが 

各国に倣い（イギリス７年・アメリカは、生涯に渡って他）持ち戻し期間の延長の検討を行う。 

3） 休眠法人の「みなし解散」12月までに対応を・・・法務省は、長期に渡り必要な登記がされずに放置状態

となっている「休眠法人」について事実上の解散があったとみなす「みなし登記」を適用すると発表した。

対象となる法人には、10月 13日付で管轄登記所から通知が発送されている。2021年には 3万 1267法人が

みなし解散となった。実施理由は、「そのままにしておくと、商業登記制度の国民の信頼がゆらぐ」と。 

令和 4年 12月の税務と提出期限 

今月の気になった新聞記事   

 

令和 4年 

 12月号 
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 毎年、11月頃に 保険会社から葉書が届き、会社員は、会社から、緑色の紙に印鑑を押して提出するように言

われる。この国の仕組みは、会社員は、勤務先で所得税の計算をしてくれる この仕組みを年末調整という。 

自営業の人は自分で所得税（確定申告）の申告をする。このお得な、仕組みを理解しよう。 

 

Question 年末調整とは？ 

Answer  会社員の１年間の所得税を年末に確定させ精算させる仕組み。会社員は、毎月給料から所得税が源泉

徴収されている。しかしその金額は概算額で、例えば、１年の間に扶養家族が増減したりすると税金の金額が変

わるので、年末に税金の精算をする、過不足があれば、還付したり納付が発生する、だから調整という。 

 

Question  年末調整ができる人は？ 

Answer  1年を通じて勤務している会社員（アルバイト・パートも含む）・途中入社で年末まで勤務・12月の 

給与を受け取ってから退職・年の途中で退職した人。年間 2000万円以上の収入の人は年末調整ができない 

 

【1】会社の年末調整の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【2】年末調整・提出書類 

申告書の種類 用意しておきたいもの 

給与所得者扶養控除等（異動）届出書 本人や家族のマイナンバー 

同じ年で転職した人は、前職の源泉徴収票 

基礎控除申告書兼配偶者控除等申告書兼所得金額調整

控除申告書 

配偶者の収入や所得の見積額がわかるもの 

保険料控除申告書 生命保険料控除証明書・小規模企業共済・国民年金控

除証明書 

住宅借入金等特別控除証明書 住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書 

 

 

サラリーマンの年中行事～年末調整をおさらい 

① 対象となる従業員の１年間の給

与・社会保険料・所得税額の集

計 

② 従業員から収集したデータを入力・ 

 扶養控除等（異動）申告書・生命保険・火災  

保険控除証明書・住宅ローン控除証明書他 

③ 上記データに基づいて対象と

なる従業員の１年間の所得税

額の計算 

 

④ 年調税額の計算で「還付額」の場合は、 12

月・1月の給料で還付し・「納付額」の場合は、

徴収する。 

 

 

⑤源泉所得税の納付 会社従業員

の 12月の給料の源泉所得税を集

計して、翌年に納付する 

⑥ 従業員に

源泉徴収

票を交付 

 

⑦ 税務署に法定調書合計表

を、市区町村に給与支払

報告書書類を提出・ 
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 会社員が副業をする場合に気を付けなければならないのが税金だ。会社員は、主たる収入である勤務先の所得

税の計算は、会社でやってくれるが、副業となると、自分でやらなければならない。知識がないとペナルティー

が課されるかも、そうならないように副業の場合の税金ついて確認をしよう！ 

 

＜副業の所得区分と確定申告＞                

 ①所得区分 

 

 

 

②仕事の内容  

 

 

 

 

 

 

 ③確定申告が必要となる条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

1） 別居している母の入院費は、医療費控除の対象でしょうか？ 

医療費控除では、「扶養の有無」は問われません。代わりに「生計を一にしている」親族のために支払っ

た医療費に適用する」こととされています。母親の収入がほとんどなく、生活費を仕送りで賄っている場

合には、認められます。仕送りをしている人が医療費の負担も行っているケースが該当します。 

2） 期限後申告をしたら、税務署から「青色申告の承認の取り消し通知書」が届きました。 

無申告や期限後申告など、２事業年度連続で期限内に申告書を提出しないと青色申告の承認が取り消され

ます。青色申告が一旦取り消されると、１年間は再申請ができません。 

3） 全国旅行支援が 2023年も延長されます。 

観光庁は 11月 25日、全国旅行支援（全国旅行割）を 12/27まで延長し、年明け以降も観光需要喚起対策

として延長すると発表しました。内容 旅費最大 40％OFF+地域クーポン最大３千円/人泊 

4）宝くじの当選金は非課税です。 

宝くじの当選金を受け取った時点で、そのお金はその人の財産になります。高額な宝くじが当たって当選金

を家族や世話になった友人・知人にあげた場合に、110万円を超えると贈与税の対象になります。 

 

給与所得 雑所得 不動産所得 

パート・アルバイ

ト・派遣店員 
 

講演料・原稿料等の不

定期収入配達員など請

負契約の単発の収入・

インターネットでの手作

り品の販売収入 

賃貸マンションの

家賃収入 

副業の給与収入が

20 万円超 
収入から経費を引いた所得が 20万円超 


